
特定非営利活動法人杉並倶楽部定款

第 1章   総則

(名称)

第 1条 この法人は、特定非営利活動法人杉並倶楽部という。

(事務所)

第 2条 この法人は、主たる事務所を東京都杉並区に置く。

(目 的)

第3条 この法人は公立中学校の部活動に関し、教員に代わりに様々な経験や体験を

持つ地域人材を活用する放課後活動とすることで、生徒は従来の部活動にはなかつた

新たな発想の取り組みを経験できること。また、広く乳幼児からシニアが文化・スポーツ

活動に興味を持ち、年齢の垣根を超えて、地域の教育機関や公共施設において新たな

活動を楽しむことや更なる活動の充実に寄与するための人材を育成し、区内の教育施

設等に派遣することを目的とする。

(法人の活動の種類)

第4条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の活動を行う。

(1)社 会教育の推進を図る活動
(2)まちづくりの推進を図る活動
(3)学 術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動
(4)地 域安全活動
(5)子 どもの健全育成を図る活動
(6)前 各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は
援助の活動

(事業の種類)

第5条 この法人は、第3条の目的を達成するため、特定非営利活動に係わる事業とし

て、次の事業を行う。

(1)中 学校部活動地域移行事業の指導者並びに安全管理者の発掘・育成・派遣
(2)部 活動地域移行マニュアルの整備・作成
(3)教 育機関や公共施設において多世代が活動できるプログラムの提案や実施、
更に、施設の責任者となる地域人材の発掘・育成・派遣

(4)その他、目的を達成するために必要な事業
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第 2章   会員

(種別)

第 6条 この法人の会員は、次の2種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法
(以下「法」という。)上の社員とする。

(1)正 会 員  目的に賛同して入会した個人及び団体
(2)賛助会員 事業を賛助するため入会した個人及び団体

(入会)

第 7条 会員の入会条件を特に条件は定めない。
2会員として入会しようとするものは、会長が別に定める入会申込書に必要事項を記
入し、会長に申し込むものとする。

3会長は、前第2項の申し込みがあったとき、正当な理由がない限り、入会を認めな
ければならない。

4会長は、前第3項の申し込み者の入会を認めないときは、速やかに、理由を付した
書面をもって本人にその旨を通知しなければならない。

(入会金及び会費)

第 8条 会員は、理事会において別に定める入会金及び会費を納入しなければならな
い 。

(会員の資格の喪失)

第 9条 会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。

(1)退会届の提出をしたとき。
(2)本人が死亡し、若しくは失そう宣告を受け、又は会員である団体が消滅したとき。
(3)継続して 3年以上会費を滞納したとき。
(4)除名されたとき。
(退会)

第 10条 会員は、会長が別に定める退会届を会長に提出して、任意に退会することが

できる。

(除名)

第 11条 会員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを除名す

ることができる。

(1)この定款に違反したとき。

(2)この法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。
2前 項の規定により会員を除名しようとする場合は、議決の前に当該会員に弁明の
機会を与えなければならない。
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第 3章   役員及び職員等

(種別及び定数)

第 12条 この法人に、次の役員を置く。

(1)理事  5人以上 15人以下
(2)監事  1人以上 3人以下
2理事のうち、1人を会長とし、1人を副会長とする。

(選任等 )

第 13条 理事及び監事は、総会において正会員の中から選任する。

2会 長及び副会長は、理事の互選とする。
3役 員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは 3親等以内の親
族が 1人を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び 3親等以内の親

族が役員の総数の 3分の 1を超えて含まれることになってはならない。
4法 第 20条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができな
い 。

5監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねてはならない。

(職務 )

第 14条 会長は、この法人を代表し、その業務を総括する。

2副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その
職務を代行する。

3理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び総会または理事会の議決に基づ
き、この法人の業務を執行する。

4監事は、次に掲げる職務を行う。
(1)理事の業務執行の状況を監査すること。
(2)この法人の財産の状況を監査すること。

(3)前 2号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為又
は法令若しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを

総会又は所轄庁に報告すること。

(4)前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。
(5)理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事及び総会に意

見を述べること。

(任期等)

第 15条 役員の任期は、2年とする。ただし、再任を妨げない。
2補欠のため、又は増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現
任者の任期の残存期間とする。

3 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務
を行わなければならない。



(欠員補充)

第 16条 理事又は監事のうち、その定数の 3分の 1を超える者が欠けたときは、遅滞

なくこれを補充しなければならない。

(解任)

第 17条 役員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを解任す

ることができる。

(1)心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき。
(2)職務上の義務連反その他役員としてふさわしくない行為があつたとき。
2前項の規定により役員を解任しようとする場合は、議決の前に当該役員に弁明
の機会を与えなければならない。

(報酬等)

第 18条 役員は、その総数の 3分の 1以下の範囲内で報酬を受けることができる。

2役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。
3前 2項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、会長が別に定める。

判眩写漑会議
(種別)

第19条 この法人の会議は、総会及び理事会の 2種とする。

2総会は、通常総会及び臨時総会とする。

(総会の構成)

第20条 総会は、正会員をもって構成する。

(総会の権能)

第21条 総会は、以下の事項について議決する。

(1)定款の変更
(2)解散及び合併
(3)事業報告及び決算
(4)役員の選任又は解任
(5)役員の職務及び報酬
(6)借入金(その事業年度内の収益をもって償還する短期借入金を除く。第 46条に

おいて同じ。)その他新たな義務の負担及び権利の放棄

(7)会 員の除名
(8)解散における残余財産の帰属
(9)その他運営に関する重要事項
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(総会開催)

第22条 通常総会は、毎年 1回開催する。
2臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。
(1)理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。
(2)正会員総数の5分の 1以上から会議の目的を記載した書面、もしくは電磁的方法
により招集の請求があつたとき。

(3)監事が第 14条第 4項第 4号の規定に基づいて招集がするとき。

(総会の招集)

第23条 総会は、前条第 2項第 3号の場合を除いて、会長が招集する。
2会長は、前条第 2項第 1号及び第 2号の規定による請求があったときは、その日
から30日 以内に臨時総会を招集しなければならない。
3総会を招集する場合には、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書
面、もしくは電磁的方法により、開催日の少なくとも5日前までに通知しなければな

らない。

(総会の議長)

第24条 総会の議長は、その総会に出席した正会員の中から選出する。

(総会の定足数)

第25条 総会は、正会員総数の2分の 1以上の出席がなければ開会することができな
い 。

(総会の議決)

第26条 総会における議決事項は、第 24条第 3項の規定によってあらかじめ通知した

事項とする。

2総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した正会員の過半数を
もって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

3理事又は正会員が、総会の目的である事項に関して提案した場合において、正会
員全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可

決する旨の社員総会の決議があったものとみなす。

(総会での表決権等 )

第27条 各正会員の表決権は、平等なものとする。
2やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事
項に ついて、書面もしくは電磁的方法をもって表決し、又は他の正会員を代理人

として表決を委任することができる。

3前項の規定により表決した正会員は、前 2条及び次条第 1項の規定の適用につ
いては、出席したものとみなす。

4総 会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加



わることができない。

(総会の議事録)

第28条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならな

い。

(1)日 時及び場所
(2)前 2項の規定にかかわらず、正会員全員が書面又は電磁的記録による同意の意
思表示をしたことにより、総会の決議があったとみなされた場合においては、次の

事項を記載した議事録を作成しなければならない。

総会の決議があったものとみなされた事項の内容

前号の事項の提案をした者の氏名又は名称

総会の決議のあつたものとみなされた日及び正会員総数

議事録の作成に係る職務を行つた者の氏名

(3)正会員総数及び出席者数 (書面又は電磁的方法による表決者、もしくは表決委任

者がある場合にあつては、その数を付記すること。)

(4)審議事項

(5)議事の経過の概要及び議決の結果

(6)議事録署名人の選任に関する事項
2議事録には、議長及び総会において選任された議事録署名人 2人が、記名、押
印又は署名しなければならない。

(理事会の構成)

第29条 理事会は、理事をもつて構成する。

(理事会の権能)

第30条 理事会は、この定款で定める事項のほか、次の事項を議決する。

(1)総会に付議すべき事項
(2)総会の議決した事項の執行に関する事項
(3)その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項

(理事会の開催)

第31条 理事会は、次に掲げる場合に開催する。

(1)会長が必要と認めたとき。

(2)理事総数の 3分の 1以上から理事会の目的である事項を記載した書面、もしくは

電磁的方法により招集の請求があったとき。

(理事会の招集)

第32条 理事会は、会長が招集する。
2会長は、前条第 2号の場合には、その日から15日以内に理事会を招集しなけ
ばならない。
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3理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書
面、もしくは電磁的方法により、開催日の少なくとも5日前までに通知しなければな

らない。

(理事会の議長)

第33条 理事会の議長は、会長がこれにあたる。

(理事会の議決)

第34条 理事会における議決事項は、第 33条第 3項の規定によってあらかじめ通知し

た事項とする。

2理事会の議事は、理事総数の過半数をもつて決し、可否同数のときは、議長の決
するところによる。

(理事会の表決権等 )

第35条 各理事の表決権は、平等なるものとする。
2やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事
項について書面、もしくは電磁的方法をもって表決することができる。

3前項の規定により表決した理事は、前条及び次条第 1項の適用については、理事
会に出席したものとみなす。

4理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加
わることができない。

(理事会の議事録)

第36条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければなら

ない。

(1)日 時及び場所
(2)理事総数、出席者数及び出席者氏名(書面又は電磁的方法による表決者にあつ
ては、その旨を付記すること。)

(3)審議事項
(4)議事の経過の概要及び議決の結果
(5)議事録署名人の選任に関する事項
2議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人 2人が記名、
押印又は署名しなければならない。

第5章 資産

(資産の構成)

第 38条 この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもつて構成する。
(1)設立当初の財産目録に記載された資産
(2)入会金及び会費
(3)寄付金品



(4)財産から生じる収益
(5)事業に伴う収益
(6)その他の収益

(資産の管理)

第 39条 この法人の資産は、会長が管理し、その方法は、理事会の議決を経て、会長

が別に定める。

2この法人の資産は特定非営利活動に係わる資産とする。

第6章  会計
(会計の原則)

第 40条 この法人の会計は、法第 27条各号に掲げる原則に従つて行わなければなら

ない。

2この法人の会計は特定非営利活動に係わる会計とする。

(事業年度)

第 41条 この法人の事業年度は、毎年 4月 1日に始まり、翌年 3月 31日 に終わる。

(事業計画及び予算)

第 42条 この法人の事業計画及びこれに伴う予算は、毎事業年度ごとに会長が作成

し、理事会の議決を経なければならない。

(暫定予算)

第 43条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは

会長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収益費用

を講じることができる

2前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。

(予算の追加及び更正)

第 44条 予算作成後にやむを得ない事由が生じたときは、理事会の議決を経て、既定

予算の追加又は更正をすることができる。

(事業報告及び決算)

第 45条 この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等決算に

関する書類は、毎事業年度終了後、速やかに、会長が作成し、監事の監査を受け、総

会の議決を経なければならない。

2決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。

(臨機の措置)

第 46条 予算をもって定めるもののほか、借入金の借り入れその他新たな義務の負担

をし、又は権利の放棄をしようとするときは、総会の議決を経なければならない。
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第7章: 定款の変更、解散及び合併
(定款の変更)

第 47条 この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の4分の 3

以上の多数による議決を経、かつ、法第 25条第 3項に規定する事項については、所轄
庁の認証を得なければならない。

2この法人の定款を変更(前項の規定により所轄庁の認証を得なければならない事
項を除く。)したときは、所轄庁に届け出なければならない。

(解散)

第 48条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。
(1)総会の決議
(2)目 的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能
(3)正会員の欠亡
(4)合併
(5)破産手続き開始の決定
(6)所轄庁による設立の認証の取消し
2前項第 1号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の4分の3以上
の承諾を得なければならない。

3第 1項第 2号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なければならない。

(残余財産の帰属)

第 49条 この法人が解散 (合併又は破産手続き開始の決定による解散を除く。)したと

きに残存する財産は、法第 11条第 3項に掲げる者のうち、総会において議決した者に

譲渡するものとする。

(合併)

第 50条 この法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の 4分の 3以

上の議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない

捩財蒻
(公告の方法)

第 51条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載して

これを行う。ただし、法第 28条の 2第 1号に規定する貸借対照表の公告については、
この法人のホームページにおいて行う。

第9章  事務局及び職員
(事務局の設置)

第 52条 この法人に、事務を処理するため事務局を設け、事務局長及び必要な職員
を置くことができる。

2事務局長は、理事会の議決を経て会長が委嘱し、職員は会長が任免する。

公告の方法



(組織及び運営 )

第 53条 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、会長が

別に定める。

第10章  雑則
(細則)

第 54条 この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、会長がこれを

定める。

附則

1.この定款は、この法人の成立の日から施行する。

2.この法人の設立当初の役員は、別表のとおりとする。

3.この法人の設立当初の役員の任期は、第 15条第 1項の規定にかかわらず、この

法人の成立の日から令和8年6月 30日 までとする。

4.この法人の設立当初の事業年度は、第 41条の規定にかかわらず、この法人の

成立の日から令和8年3月 31日までとする。

5.この法人の設立当初の事業計画及び予算は、第 42条の規定にかかわらず、設立

総会の定めるところによる。

6.この法人の設立当初の入会金及び会費は、第 8条の規定にかかわらず、次に掲げ

る額とする。

(1)入会金 正会員(個人・団体)    0円
賛助会員(個人・団体)   0円

(2)年会費 正会員(個人・団体)  12,000円
賛助会員(個人・団体) 30,000円

別 表  設立当初の役員
役職名      氏名
会 長    本田 祐樹
副会長    小林 淳
監 事    太田 雅光
理 事    矢島 英幸
同     藤原 昂亮
同     高木 千尋
同     東島 弘明

‐10‐



書式第 1号 (法第 10条・第 23条関係 )
設立・役員変更用

役 員 名 簿 (銀 名簿及び役員のうち報酬を受ける者の名簿)

特定非営利活動法人__彪」L」言堕智:置__________

可 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
●各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
(ど ちらかにO)

(フ リガナ )
報酬の有無
(ど ちらかにO)

役職名等
氏    名

1 理 事

ホンダユウキ
征 △ F_

=Iて
本田 祐樹

2 監 事

オオタマサミツ
缶 監事

太田 雅光

3 理 事

ヤジマヒデユキ
征 理事

矢島 英幸

4 理 事

フジハラコウスケ
鉦 理事

藤原 昂亮

5 理事

タカギチヒロ

 
缶 理事

高木 千尋

6 理 事

ヒガシマ ヒロアキ
缶 理事

東島 弘明

7 理 事

コバヤシジュン
鉦 副会長

小林 淳

8 理事・監事 有・無

9 理事・監事 有 缶

10 理事・監事 有・無



書式第 8号 (法第 10条・第25条関係)

設立・定款変更用

令和 7年度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法人____杉並退重墾趾____
事業実施の方針

杉並区立富士見丘中学校における教員から地域への部活動移行モデル事業では顧間教員の代わり

となる指導者や生徒の出欠や帰宅などの安全管理者を地域人材から発掘する必要があることから、

中学校施設を利用している地域活動団体などから人材を発掘します。発掘した人材は当団体が開催

する研修会において育成した上で当該校の当該事業に派遣します。

次年度以降同様のモデル事業希望校を教育委員会より確認し、上記のモデル事業での経験を踏ま

えた部活動地域移行マニュアルを作成し、後発の中学校のモデル事業の準備を行います。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【■448】 千円 )

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用【   】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

中学校部活動地域

移行事業の指導者

並びに安全管理者

の発掘・育成・派遣

指導者や安全管理者は当
該中学校当該校を利用す
る地域の活動団体などか
ら人材を発掘し、当団体が
主催する研修会において
育成し、今年度予定してい
る地域移行モデル事業に
派遣する。

月 2回開
催

区内有料
会議室

当団体ス
タッフ 3
名並びに
専門講師
1名

実施中学
校の地域
移行した
部活の顧
間教員副
顧問教諭

運動部・
文化部顧
問各 1名
運動部・
文化部副
顧問各 1
名計 4名

957

部活動地域移行マ

ニュアルの整備・作

成

地域移行モデル事業経験
を盛り込んだ後発 22中
学校向けマニュアルの作
成を行う。

月 1回開
催

区内有料
会議室

団体スタ
ッフ 2名
指導者 1
名
安全管理
者 1名

後発中学
校の移行
関係者

22名 491

載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

定
(事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
〈千円)



書式第 8号 (法第 10条 。第 25条関係 )

設立・定款変更用

令和 8年度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法人___」毯並倶重望置____
1 事業実施の方針

富士見丘中学校において令和 7年度モデル事業の活動回数や種目を増加し、生徒が希望する新種

目の指導者や安全管理者の育成を行い派遣します。

また、地域移行の希望中学校に出向き、前年度同様の人材を当該地域から発掘し、研修会にて育

成し、当該中学校に派遣します。その際、富士見丘中学校での経験を踏まえたマニュアルを充実さ

せ、後発校の地域移行に活用します。

更に、中学校部活動や学校施設利用に関する責任者 (マネージャー)を育成・配置し、活動団体

の部活動参入支援や各団体が抱えるなど課題 (会員の固定化、高齢化)の解決支援や年齢の垣根を

超えた新事業ができる地域コミュニティとするための研修を行います。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【2,059】 千円 )

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【   】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

中学校部活動地域

移行事業の指導者

並びに安全管理者

の発掘・育成・派遣

新種目の追加や複数同時
活動に対応する指導者並
びに安全管理者を地域や
地域団体等から発掘し、研
修会を行い育成 した上で
派遣を行う。

月 2回開
催

区内有料
会議室

当団体ス
タッフ 3
名並びに
専門講師
1名

実施中学
校の地域
移行した
部活の顧
問教員副
顧問教諭

運動部・
文化部顧
問各 2名
運動部・
文化部副
顧問各 1
名計 6名

957

部活動地域移行マ

ニュアルの整備・作

成

後発校の部活動地域移行
に関する研修会や学校施
設管理者研修会にて使用
するマニュアルを整備・充
実する。

土曜
(月 1回 )

区内有料
会議室

団体スタ
ッフ 2名
指導者 1
名
安全管理
1名」ιつ

後発中学
校の移行
関係者

22名 491

教育機関や公共施

設において多世代

が活動できるプログ

ラムの提案や実施、

更に、施設の責任者

となる地域人材の発

掘・育成・派遣

地域部活動の充実は、学校
施設等を利用 している地
域団体が年齢の垣根を超
えた新たな活動を検討・実
施することに葉がること
から、学校施設等全体の管
理者 (マネージャー)と し
て地域人材を発掘・育成・

派遣する。当該人材の育成
のための研修会を実施す
る。

水曜
(月 1回 )

区内有料
会議室

スタッフ
2名
研修講師
1名

学校施設
などで活
動する地
域活動団
体の会員
等

24名 61:

定款に記載
された
事業名

(事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 9号 (法第 10条・第 25条関係 ) 設立・定款変更用

令和 7年度 活動予算書 (その他事業が上登場合)
特定非営利活動法人 杉並倶楽部

金   晨 小針・合計

120,000
30,000

酬
帥
鰤

∞
２０
∞

1,500,000

ｍ

ｍ

∞

∞

収益

の の

受取利息

取

受取補助金
助

事業収益

事業収益

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

●650.000

60,000

1,284,000
200.000

1.544.000

B
1

1

2
(1 )

2 の

人件

役員報酬

給料手当
退職給付費用

福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

給料手当

役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費
印刷製本費
諸謝金

消耗品費

(2)その
会議費

A B1 増 滅 饉

過年度損益修正益

D

正

災害損失

産売

D当 罰 繹 l ξ 外 燿 ■ 1

106,Oα0)‐期 正 味
70 ｍ
ｃ

及

正

法人税
立

36.00(4ヽイ正 峡 財 ′ )― (

■■■■■■II肛
■■■■■■■Πttm

■E

コ「
~タ

: C



書式第 9号 (法第 10条・第 25条関係 )

令和 8年度 活動予算書 (その他事業が上登場合)
特定非営利活動法人 杉並倶楽部

設立・定款変更用

金   額 小計・合計

720,000
120.000

600.000

1,500,000
1.500,000

A

収

受取利息

受取補助金

事業収益
事業収益

2 受取寄附金
受取寄附金
施設等受入評価益

5 その他の収

正会員受取会費
賛助会員受取会費

1 受取

0 受取助

2.220.000

60,000

1,783,000
200.000

2.043.00(

B

1

1

(2 その

2

(1)人

役員報酬

給料手当
退職給付費用

福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

給料手当
役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
諸謝金

2.043.000
179 000

C

過年度損益修正益
固

D

正

災害損失
固

当  期 常 外 増 滅 頭 C D

179.000+
び民

正 産

70.000
36.000
145_000

■E]E

増  タ・ 収 鶴
: 常  タ

: `書  引 薔  ∫
r,、

④
0



設   立   用
書式第 6号 (法第 10条関係 )

令和 3年 4月

令和 7年 3月

令和 7年 4月

特定非営利活動法人杉並倶楽部設立趣旨書

当団体は、公共施設や学校施設を利活用している地域活動団体や公立中学校の部活動に関する地域移

行に関し、課題を感じその解消に取り組んでいきたいと考えている。

まず、杉並区における公立中学校部活動の地域移行は停滞していて、地域人材が取り組むきっかけや

協力体制の確認ができない状況となっています。

また、区内の小・中学校施設等における利活用は、地域活動団体への貸し出しが中心で、新たな活動

を求める区民ニーズに応えているという状況にはなっていません。団体の構成員は地域人材ではあるが、

高齢化により、これまでの構成員のみの活動から脱することができず、構成員が縮小しているにもかか

わらず改革を行うに至っていません。このような状況から双方の活動は曲がり角に差し掛かつていると

いうことができます。

部活動課題は、教員の部活動に関する意識 (部活をしたい教員とそうではない教員がいる状況)や学

校経営方針や人事異動などによる複雑な学校環境から進んでいない状況となっています。少子化による

生徒数の減少は、学級数減、教員数減となり、教員がこれまでに経験したことのない種日の顧問依頼に

より、指導ができる状態になるまでに時間がかかり、部員 (生徒)のモチベーションが下がり、学校や

部活への不信感となるとが考えられます。

当団体は、4年前より区立富士見丘中学校において「ゆる」部活委託を受託した団体と共にマイナー

スポーツやパラスポーツに取り組み、体力の低いと思われる生徒の参加を促したり、不登校生徒が参加

しやすい部活動を実施することができました。

本年 4月 より、同中学校において一部の部活の地域移行の事業が始まり、顧問教員のいない部活 (地

域部活)のモデル事業に当団体の委員が加わり、部活動の完全地域移行を目指しています。

当団体の委員には、総合型地域スポーツクラブ、多くの指導員を有する団体や企業、教育委員会の元

職員等が在籍していることから、中学校の部活動を応援する地域人材とのパイプがあり、安定した地域

移行を見込んでいます。これらの活動経験を踏まえ後発他校に広げるための地域移行マニュアルの作成

も我々の役割と考えています。

当団体は学校施設を利活用している団体を地域部活の協力者と捉え、年齢の垣根を超えた活動への移

行に関する情報提供や研修会を開催 し、ご参加・ご理解いただくことで、中学生や近隣小学校を交えた

新たな活動が可能となり、学校施設等が新たな地域のコミュニティになることに期待しています。

上記の事業を実践する団体としては、定期的な総会を開催し、法令で定められた書類の作成・提出、

一般市民への情報公開などを適切に行うことで、社会的信用性を得、健全な法人運営を実現できると

考えています。

任意団体「杉並倶楽部」発足 区立富士見丘中学校 マルチスポーツ事業委託支援
設立総会開催

区立富士見丘中学校地域部活モデル事業開始

令和 7年 4月 11日

氏名  ノ」ヽ 林   淳設立代表者




